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〔研究ノート〕
　医療利用組合運動が広区域単営組合時代から
連合会時代へと展開する時期，すなわち1930年
代半ばに，農林省にあってこの医療利用組合，
それに対する政策に深く関わっていたのは蓮池
公咲であった１）。蓮池には『産業組合法通義』
なる著書があり，また，産業組合中央会機関誌
『産業組合』に多くの医療利用組合に関する論
攷を寄せている。これらの諸論攷を検討するこ
とによって，農林省による医療利用組合政策が
展開，いや転回される背後にあった医療利用組
合運動についての評価の推移を確認することが
できるであろう。もちろん，蓮池による評価と
農林省自体による政治的・政策的な評価とが全
く同一というわけではなく，そこには自ずから
蓮池自身の独自の認識も示されているはずであ
る。時期をおってみていこう。
１）産業組合の存在理由および医療 
　　利用組合という存在に関する認識
――『産業組合法通義』（1934年）
　まず，1934年10月に高陽書院から発行された
『産業組合法通義』をみてみよう。この著作は，
行政担当者の立場からする産業組合法詳説であ
るが，このなかで法詳説のための具体的事例と
して医療利用組合に関することがらのいくつか
に触れている。
　蓮池は法規定に拠って産業組合を「一定の区
域内に居住する者の自由平等なる人的結合の力
に基づき，集団的に経済行為をなす公益団体に
して中小産者乃至無産者の為の非営利法人であ
る」（p.38）と一般的に規定し，その目的を組
合員の「産業又は経済の発達」にあるとし，
「組合員の産業又は経済に関する組合への要求
なくしては産業組合自体の活動あることなく，
組合員を離れて組合の事業は存続せぬ」（p.53）
としている。ここでいう「経済」とは「家計経
済」＝「生活」を意味している。産業組合は
人々が産業上のそして経済上の「要求」を実現
するために自発的かつ自律的になしていた「隣
保共助の精神」（p.14）に則った「協同行為」
＝「民間自力協同の組織」（p.１）を法的存在
としたものである。したがって，産業組合がど
のような階層の人々によって構成され，どのよ
うに経営されるかによって，その事業内容及び
社会的性格が規定されることになるし，また国
家の諸政策のもとで法がどのように運用される
かによってもそれらは規定されることになる。
このことは，この時期においては「産業組合ノ
社会的重要性ガ急速ニ殆ド凡ユル方面ヨリ認
識」［産業組合中央会，1934，例言］されるな
かで，産業組合中央会が『産業組合ノ社会的地
位ニ関スル調査』［産業組合中央会，1931］，
『産業組合ノ社会的経済的地位ニ関スル調査』
［産業組合中央会，1934］で明らかにした，「地
主・自作中心の産業組合」を「大衆化」し，農
漁山村経済更生運動において産業組合が産業組
合拡充計画の遂行をとおして真に地域社会にお
ける産業及び経済活動の中核機関となるべき課
題とかかわっている。
　医療利用組合に関連して，利用事業に関する
法規定が「組合員ヲシテ産業又ハ経済ニ必要ナ
ル設備ヲ利用セシムルコト」となっていること
について，それは「物的設備」のみをさすので
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はなく，医師などの医療専門職者は「医療設備
の人的要素」であって，物的及び人的要素が一
体となって「利用設備」をなすことを確認して
いる（pp.84-86）。この設備を組合員の利用に
供するのが「利用事業」であるとすると，産業
組合に法人として加入している農事実行組合や
養蚕実行組合の組合員である零細農にして個人
ではその経済力から産業組合組合員とはなれな
い人々は「医療設備を利用」しえないのだろう
か。この点に関しては，連合会とそれに所属す
る単位産業組合との利用関係と同様に「団体の
名に於いて団体の計算を以て」「医療設備を利
用」し得るとしている（pp.87-9）。こうした法
の解釈によってはじめて，「産業組合の大衆化」
は，事業内容において「産業特に生産の方面に
重点を置かれた産業組合法は次第に経済特に消
費の方面の事項にも其の重点を移し生産消費両
方面に於ける産業組合の活動範囲を均衡ならし
むるに至った」状況において，地主，自作農中
心の組織組合員構成から零細農，小作をも含む
全戸加入状況を実現することで一層内実をもつ
ようになる。ただし，「産業組合の大衆化」に
おいては，こうした「形式的デモクラシー」に
とどまることなく，その経営の意思決定に及ぶ
「実質的デモクラシー」の実現が求められてい
た。
　医療利用事業においては，十全たる医療を確
保し，もって自らの健康を保持増進しようとす
る組合員の「要求」は，利用設備として医師一
人の小規模な診療所ではなく，例えば高知県高
陵病院専務理事の細木武彌のいう如く「総合病
院」を求めることになるだろう〔細木武彌，
1933，p.62〕。しかしながら，近代的医療設備
を備えた総合病院の建設及びその経営は「人的
結合の可能性のある限度に於いて存立する組合
の単個の力を以てしては，到底施設することの
出来ない所である」。そこで，町村単位を超え
た郡以上の広区域の医療利用事業単営の産業組
合，やがて町村産業組合を所属単位組合とする
医療利用組合連合会組織をもってそれを実現す
ることが企図されることになる。但し，この時
点では，農林省当局において医療利用事業に関
しても連合会組織が望ましいと考えられてはい
たが，その具体的な組織構成についての考え
方・方針は確定していなかった。こうした医療
利用組合の発展過程について蓮池は注記し，34
年時点では，「大区域の組合も亦其の目的たる
事業の範囲に依っては経過的に其の存在が組織
第１表　産業組合の階級別状況（調査組合238，1933年８月，百分比）
地主 自作 自小作 小作 其の他
区域内住民構成 ４ 21 34 23 18
組合員数
（加入率）
５
（86.9%）
24
（87.6%）
38
（86.2%）
21
（71.0%）
12
（54.6%）
出資総額 15 33 31 12 ９
貯金 16 35 28 ８ 13
貸付金 12 33 35 11 ９
販売額 18 33 34 12 ３
購買額 ６ 32 39 17 ６
利用料 ８ 31 37 17 ７
区域内未加入数
（未加入率）
２
（13.1％）
12
（12.4%）
21
（13.8%）
29
（29.0%）
36
（45.4%）
組合役員数 36 48 11 ５
信用評定委員数 13 55 25 ３ ４
（資料）『産業組合ノ社会的経済的地位ニ関スル調査』［産業組合中央会，1934］
　　　  pp.12-３より作成。
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方法上是認せられるものがある」（p.283）とし
ている。その「是認」されるとする根拠は，こ
うした病院施設を単個の町村区域の組合におい
て設けることは事実上不可能であること，そし
て基礎組織たる町村産業組合がその地域におい
て十分に発達していなければ連合会組織を構成
することが不可能であること，さらにその事業
の性質上その区域の町村産業組合と事業が重複
することはないであろうということであった。
したがって，逆に，町村産業組合が充分に発達
し，連合会を組織しうる状況になれば，広区域
単営組合は「連合会に改組織して組合員」を町
村産業組合に「還元」することも可能である。
そういう意味において広区域単営組合を「経過
的組織方法」として「是認」したのである
（pp.283-4）。また，連合会組織の形成あるいは
広区域単営医療利用組合の連合会への改組は，
当該地域における単位組合となる町村産業組合
の組織状況にも影響されることを指摘している
点に注意する必要がある。なぜなら，それは第
一に，わが国における土地所有及び農業生産に
おける地帯構造を反映した産業組合の発展過程
の地域的相違が医療利用組合運動のありように
どのように影響したかに関わるからであり，第
二に，1932年からの農漁山村経済更生運動と第
一次及び第二次産業組合拡充計画が，組織形
態・構成を含む医療利用組合運動のありかたを
どのように規定したかに関わるからである。
２）医療利用組合の性格規定及び 
　　その発展過程についての認識
―― 「最近に於ける医療利用組合問題
を論ず」（『産業組合』1935年11月）
　「最近に於ける医療利用組合問題を論ず」［産
業組合中央会，1935］において，蓮池はまず，
「茲数年の間に於いて医療利用組合が著しく普
及発達して来」ているが，なかには「一部の利
害に拘泥して民衆の痛切な欲求を無視して洵に
悲しむべき論議すら見受」ける状況もあるとい
う認識を示したうえで，「余りに重要性」をも
つ医療利用組合に関する法制上，経営上，組織
上の「問題」等について詳論していく（p.11）。
この論文は，「之に依り農林当局の医療利用組
合に対する態度が初めて判明されたのである」
［『医事衛生』第５巻第29号，35/7/31，pp.828-
9］と評される重要な文書である農林省「医療
利用組合の概況」（『農務時報』35年６月号）
と，同じく農林省「医療利用組合の情勢と特
色」（『農務時報』36年５月号）の中間の時期に
位置するもので，相重なる内容のものである。
後者の文書における医療利用組合の特徴付け
は，蓮池のこの論文における性格規定を踏襲し
たものである。こうした意味でも，この論文で
蓮池の医療利用組合論の基本的内容が確定し，
その後の政策策定の規準が定まったといえる。
そこで，この論文の内容については，丁寧にお
ってゆくことにしよう。
　蓮池は，農村が「健全なる国民思想を培う揺
籃の地」であり，農山漁村からの都市流出人口
が「主として壮者」であり，帰農山漁村者の多
くが老者であることから，都市における経済活
動人口の重要部分が農山漁村から供給されると
いう意味で「人口問題」の視点からも，「農山
漁村及び都市勤労中小産者の医療に関する問
題」の重要性がここにあるとする。
　農山漁村地域においては，対人口比で医師の
分布が都市に比して少ないだけでなく，人口分
布が稀薄であるため，一層「医療文明の恵沢」
に浴しがたい状況にある。しかも過小農経営が
大多数であり，「農山漁村積年の疲弊は多くの
農山漁家をして個人の資力を以て安全良質なる
診療を受けること困難な状態に在らしめてい
る」（p.13）。とともに，農山漁村民の健康状態
は「洵に寒心に耐えざる」状態にある。したが
って，「農山漁村を通じて現代医療に対する欲
求は，良質の医療を容易に且つ経済的に得るこ
と」であって，この痛切な欲求を達成できない
かぎり，「農山漁村に於ける衛生思想の向上及
び之に基づく予防医学的効果をもたらすことは
出来ぬ」。翻って都市においてはどうであろう
か。都市において「過群生活を営む勤労中小産
蓮池公咲の医療利用組合論の検討
Page:3無断転載禁止　
阪南論集　社会科学編 Vol. 46 No. 1
106
者」の場合にあっても，著しく罹病率，死亡率
が高く，しかも充分な医療を享受できない状態
にあり，これらの都市住民の大多数を占める
人々もまた「医療を経済的に得ることが現代医
療に対する切実な欲求と為って居る」（p.14）
と，蓮池は強調する。
　それでは，こうした現代医療に対する都市勤
労中小産者の欲求や農山漁村民の欲求は，「如
何なる方法に依り，如何なる資金を以て，また
如何なる形態に於いて達成し得る」（p.15）の
であろうか？　これに「開業医制度」は応える
ことができるのであろうか？
　蓮池は，「農山漁村並びに都市勤労中小産者
の現代医療に対する欲求が現代の如く切実なる
に至れるは医学の進歩と開業医制度の機構とに
基因する所が少くない」として，この点を考究
していく。現代医学の発達は医療の領域を拡大
するとともに専門分科をすすめ，とうてい一人
の医師がすべての診療を完全になすことを不可
能にしており，また医療行為には各種の技術的
手段たる「医療機械器具」を要するようになっ
た。もはや，「個人開業医制度は此の医学其自
体の進歩に依る真の診療を自己の資金を以て行
うと云う合理性を欠」く状況に立ち至った。そ
こで，いきおい「営利的資本の投下を必要」と
するに至り，ここから「資本主義的営利性は現
代開業医制度に必然的に浸潤」するようになっ
た。つまり，「営業採算」と医療の質と医療費
の問題が，常に医療につきまとうこととなっ
た。「中小農山漁家の医療費負担能力は最早昔
日の如く医師の自由裁量に依り極貧者の医療報
酬を転嫁負担する弾力性が既に失われている」
とすれば，「医は仁術なり」とする医師の行為
は不可能であり，それどころか「医業採算」の
視点からは，開業医は農山漁村から「退出」
（無医村の増大にみられるように）することに
なるだろう。都市においても住民の多数である
勤労中小産者の経済力が医療費負担に耐え得な
い水準のものであるならば，こうした人々は，
医療資源は存在すれどもそれを利用しえない状
況になるであろう（pp.15-6）。
　「開業医制」が農山漁村民あるいは都市勤労
中小産者の現代医療に対する欲求を満たしえな
いために，それを補正するための種々の「官民
の努力」がなされた。蓮池は，１）公医制度及
び医薬公営論。医薬公営論は「机上の理想論」
であり，地方財政の現状よりして，「良質にし
て経済的なる医療を確保」することは極めて困
難である。２）会社組織に依る医業経営及び開
業医共同経営。人々の医療欲求に応える「現代
医学に依る専門分科の総合せられた病院施設」
（p.17）が「営利資本」によって経営されると
き，農山漁村の経済力はこれを支えることが難
しく，結局，永続性に乏しいといわざるをえな
い。３）国民健康保険制度案。内務省社会局提
案の「国民健康保険制度要綱案」は，「国民健
康保険組合は組合員の経済生活の平衡状態の維
持と云う重要なる医療経済上の問題を或る程度
解決」する点では「少なからざる魅力を有す
る」が，積極的な医療の地方的普及を図るもの
ではなく，有産者及び貧困者を除外するという
団体構成が農山漁村における伝統的な地域的団
体構成にそぐわないし，また医療費一部負担に
容易に耐えられないこともあり，さらに各種団
体の過重負担になっている現状では公共団体あ
るいは「一定の条件を具備する産業組合等」が
この保険事業を行うのが適切であることを指摘
している（p.19）。４）簡易生命保険の福祉施
設。簡易生命保険の健康相談所及びその軽費診
療が中小産者の健康及び医療にとって意義ある
ものであるとしても，それは簡易保険経済の範
囲内にとどまるにすぎない。５）慈善的社会事
業及び労働保険制度の発達。恩賜救療事業，済
生会救療事業，救護法による救療その他の救療
事業にせよ，労働者健康保険にせよ，その対象
は極めて限定的なものにすぎず，広く都市及び
農山漁村の中小産者の医療欲求に応えることは
できない。などについて検討したうえで，医療
利用組合について言及し，現行医療制度におけ
るその意義と役割を検討し，そしてその特徴・
性格規定を行う。
　医療利用組合は医療資源の配置，専門分科の
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総合施設を為し，医療費を合理化し，医療の質
的向上を目指す人々の欲求を充足するために，
「産業組合なる団体組織に依り，組合員協同の
資金と信用とを基礎とし，組合員が協同に経営
し且つ利用する医療施設」（pp.20-1）を自ら実
現したものである。「其の経営の合理性と民衆
の欲求に即する所切実なることを一般が認識す
るに至るや」全国に普及していくことになる。
町村四種兼営産業組合による医療利用事業か
ら，「進んで総合施設の欲求を充たす」広区域
医療利用組合が生まれ，さらに医療事業経営に
関する理解と産業組合系統組織に関わる「組織
理論の進歩」によって医療利用組合連合会へと
展開してきた。医療利用組合は現行医療制度の
欠陥を批判し，都市及び農山漁村の勤労中小産
者の医療欲求を満たす自発的かつ自律的組織で
はあるが，蓮池が検討したような既存の各種医
療制度および組織とも「連携融合」（p.23）す
ることによって，相共にその役割を十全に果た
し，かつ発展することができるのである。
　では，医療利用組合はどのような特色をもつ
医療施設なのであろうか？　医療利用組合は
「医療設備の利用」を行う「受療の為の組織」
であり，「比較的良質な医療を俸給制度化する
機能を必然的に伴」っている。この組織は「産
業組合の組織」によるのであり，組合員の協同
の出資により，病院の建設，医師の招聘等を
「相諮って」行うのである。こういう意味にお
いて「医療利用組合は医療施設の普及，医療の
質の向上を実現する受療者たる者の自主協同の
組織」（p.25）＝「医師をして真に患者の欲求
する診療を行わしめる自主協同の受療組織」
（p.24）である。
　医療利用組合においては，医師は「医業採
算」上の問題に悩まされることなく，医療専門
職者としての医療行為をなすことが可能であ
り，経営は組合員協同によって産業組合の信
用・販売事業などと連携してなすことができる
ことから，「医療経済の合理化を必然」（p.25）
ならしめる。こうした「医療利用組合の各方面
の効果は，更に其の発達の結果必然的に生ずる
連合会によって充実」される（p.26）。連合会
の組織力及び経済力による総合的病院の経営と
合理的経営，そして所属単位組合への諸種の援
助・連携が可能である。農事実行組合の産業組
合への法人加入がなされれば，貧困な小作，小
農層も医療利用事業を利用することが可能とな
る。蓮池はここに医療利用組合の完成した姿を
みているのであり，「医療利用組合は連合組織
を以て受療組織を完成し医療経済の合理化を徹
底せしむることの出来る系統組織の単位であ
る」（pp.25-6）と規定することになる。
　この論文は，農林省官僚である蓮池が自ら監
督，指導し，また政策対象としている医療利用
組合の存在理由及び意義，発展の「内的必然
性」について，人々とりわけ農山漁村及び都市
の中小産者の「医療欲求」という基底的条件か
ら分析し，それを充足するための自主的で，自
律的な「生活協同化」が産業組合という組織形
態及び産業組合法という法制的条件のもとでど
のようになされてきているかを「客観的」に評
価したもので，そのかぎりで妥当な内容のもの
であるといえる。しかしながら，町村四種兼営
産業組合による医療利用事業─広区域単営医療
利用組合─医療利用組合連合会という医療利用
組合の各発展段階について，組合員の「階級的
構成」を含め運動の起動力をどのように理解す
るのか，発展段階それぞれの意義と役割，さら
に医療利用組合としての「可能性と限界」につ
いてどのように評価しているのかは明らかでは
ない。「連合会組織形態」が「完成態」である
とされているが，その積極的な位置づけ，逆に
いえば，他の組織形態の「可能性と限界」が考
察されているとは必ずしもいえない。この点に
ついては，後の諸論文において言及されること
になるが。さらに，既に医療利用組合運動が連
合会段階にあるこの時期においては医療利用組
合に対する農林省からの「統制的な政策対応」
がなされていたのであり，連合会組織形態を
「完成態」とする評価にその一端は窺われると
はいえ，農林省による医療利用組合政策がどの
ようなものであるのか，あるいはまた担当者で
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ある蓮池がどのような「政策的指向性」をもっ
ているのかは明示されていない。
３） 医療利用組合の組織構成について
の認識
――「医療利用組合の現状と其の特色」
『医事衛生』（1936年１月），「医療利用
組合の監査に就いて」『産業組合』
（1936年７月）
　蓮池は『医事衛生』誌に「医療利用組合の現
状と其の特色」［『医事衛生』第６巻第１号，
36/1/1，pp.17-8，第２号，1/15，p.77］と「開
業医制度の補正に関する官民の努力」［『医事衛
生』第６巻第８号，36/2/26，p.269，第９号，
3/4，p.301］を寄せているが，これらはいづれ
も「最近に於ける医療利用組合問題を論ず」と
基本的には同内容のものである。ただ，「医療
利用組合の現状と其の特色」において，医療利
用組合の発展にともなう三つの組織形態に触れ
「一般に医療利用組合と云っても其の組織，形
態，事業の規模により全く別個の社会的意義を
有する」（p.17）として，それぞれの組織形態
についての分析・評価を行っている。
　ここではとりわけ「広区域単営医療利用組
合」についての言及が重要である。蓮池は次の
ように述べている。「各町村に於ける産業組合
の発達が充分でない地方では，連合会組織に依
ることが不可能であるから，町村組合の普及発
達が相当程度に至る迄は連合会に変わる経過的
存在として郡内各町村を網羅する相当広範な区
域を以て医療事業のみを目的とする利用組合又
は購買利用組合が設立せられ，此の広区域の組
合に於いて病院を設け区域内に診療の授受に関
する施設を為して居るのであるが，産業組合の
本質上種々の点に於いて此の形態の組合が前述
の樣な連合会に及ばないことは当然である」
（p.18）と。この叙述は連合会段階であること
を前提としたものになっているために，「広区
域単営医療利用組合」が組織された歴史的経
緯，その時代情況における「必要性と必然性」
＝「社会的意義」が人々の医療欲求との関連で
分析されたものとはなっていない。むしろ，医
療利用組合が連合会に発展する，いやそれを統
制していくという視点から，連合会を構成する
町村産業組合が充分に発展していなければ「経
過的存在」として「広区域単営医療利用組合」
の存在を認めようというものになっている。し
かも，そうした認識は「隣保共助の協同組織」
一般からのものではなく，「産業組合」，主要に
は農山漁村産業組合という枠組みからのもので
あり，「広区域単営医療利用組合」に「産業組
合の本質上」欠けるところがあるという評価
は，（医療利用事業）「利用料支払いと信用事業
及び販売事業との一体的関係性を持った産業組
合の構成が農山漁村に於ける経済団体構成の弾
力性を保たしむる所以である」（p17）という
点において不十分であるということに拠ってい
る。
　続いて，「医療利用組合の組織型態と其の経
営の態様」に言及し，それぞれの組織形態につ
いての特徴及びその長短を比較し論じているの
が，「医療利用組合の監査に就いて」（『産業組
合』1936年７月号）である。この論文が掲載さ
れた『産業組合』第369号は産業組合自治監査
に関する特集を組んだもので，蓮池は医療利用
組合の自治監査について論じるにあたって，ま
ず産業組合における監査は「専ら産業組合の会
計基礎の確実性の審査」（p.231）にとどまるの
ではなく，「産業組合の監査には其の存立する
環境を簡明し，当該組合の個性の拠って生ずる
所以を明らかならしむると共に，その存立する
環境が団体構成に如何に反映して居るかを検討
することは其の組合の構成素質（長所・欠陥）
を明確ならしむる為欠くべからざる産業組合の
監査視角」（p.230）であるとし，そのうえで，
「医療利用組合の組織型態と其の経営の態様」
に言及している。その際，事業運営に関して
は，産業組合としての「事業運営の合目性」と
「経営の合理性」の鑑別が重要であるとしてい
る（p.232）。
　蓮池は医療利用組合の組織形態を，１）連合
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会病院，２）町村区域の医療利用組合，そして
３）大区域による単一体制の組合病院に分類し
たうえで，さらに１）連合会病院の事業形態と
して医療利用事業単営，家庭薬の購買販売事業
を兼営したり保健医療に関わる購買事業をかね
て行うもの，さらに農業用品その他消費財の購
買をも兼営する連合会に区分し，２）町村区域
の医療利用組合の経営組織の種類として，①入
院出来る診療所を経営するもの，②入院できな
い診療所を経営しているもの，③自らは何等設
備をなさず，連合会に所属することで，連合会
の医療設備を利用するもの，④保健貯金など共
済的機能を果たす経営組織を採れるものに区分
している。しかしながら，連合会病院の事業形
態による下位区分については（1940年３月末現
在43連合会）［産業組合中央会，1940］，岩手，
富山，奈良などの県連合会を別にすれば（３県
連），新潟県佐渡郡購買販売利用組合連合会病
院，愛知県碧海郡購買販売利用組合病院，和歌
山県伊都郡産業組合連合会以外のものは保健医
療関連購買事業を兼営（16連合会）していても
事実上すべて医療利用事業を主とした「単営」
としてみてもおかしくないものである。連合会
組織については，連合会と単位町村産業組合と
の「医療利用事業」における関係，そして単位
町村産業組合における他の信用購買販売事業と
の関係のありかたこそが問題なのであり，ここ
での蓮池の「区分」はさほど意味をもたないよ
うに思われる。また，町村区域の医療利用組合
の経営組織による下位区分については，町村四
種兼営医療利用組合として分類されるべきもの
と，連合会所属単位町村産業組合として分類さ
れるべきものが，町村産業組合レベルでの「医
療利用事業」として「並列」で取り扱われてい
るが，前者はそのものとして「医療利用組合」
として存在しうるが，後者はあくまでも医療利
用組合連合会が存在することを前提としないか
ぎり「医療利用事業を行う産業組合」として存
在しえないことが明示されなければならないの
であり，蓮池が提示する四つの区分は無用の混
乱を招きかねない。さらに，保健貯金などの共
済的機能を果たす経営組織を有するものを一つ
の種類としているが，これも「保健共済事業」
を信用事業において行う場合であっても，その
町村産業組合が医療利用事業を行っている場合
もあれば，そうではない場合もある。医療利用
組合運動においては常に「保健共済」事業の必
要性が議論されていたのであり，保険業法の制
限をこえてこれらの事業を行える条件＝保険業
法および産業組合法の改正が整備されることが
求められていたのである。これもまた，下位区
分にはなじまないといってよいであろう。
　この論文でみておくべきことがらは，「大区
域による単一体制の組合病院」についての評価
である。なぜなら，蓮池も「単一体制の組合病
院は，其の素成・会計基礎・経営組織共に最も
多岐に亘る難点を包蔵し，従って目下医療利用
組合自体の内部に於ける諸問題も，亦医療利用
組合に対する世論の指摘する論難も殆どが大区
域の単一体制に依るものに向けられて居る」と
しているからである。これでは，広区域単営医
療利用組合はまるで産業組合にとって「鬼子」
の取扱いである。さて，蓮池は「大区域単一体
制」の医療利用組合は「町村区域の四種事業兼
営の産業組合は未だ充分発達せず而も該地方に
於ける中小産者の合理的医療の要求切実なる地
方」（p.235）で設立されたとしており，人々の
合理的医療に対する切実な要求と町村産業組合
の未発達を「大区域単一体制」の医療利用組合
設立の根拠としている。人々の切実なる合理的
医療に対する要求が組合設立の基底的条件であ
ることはもちろんのことであるが，「町村産業
組合の未発達」については医療利用組合発展の
連合会段階において「産業組合」という枠組み
からいえることである。農林省において組織構
造のあり方を含む医療利用組合連合会に関する
政策方針（ということは，許認可条件も），そ
して既存広区域単営医療利用組合の連合会改組
の方針が確定する時期以前においては，町村産
業組合の発達如何にかかわらず，「大区域によ
る単一体制の組合病院」が設立されたのであ
る。都市あるいは市街地においてはそれまでの
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信用組合を中心とした産業組合の設立に対し
て，広区域の購買組合，消費組合が組織されつ
つあり，新たな生活協同組織が形成されつつあ
った。また，日本無産者医療同盟による無産者
診療所，社会民衆党などによる保健組合＝民衆
病院，あるいは全国農民組合による診療所建設
など産業組合の枠組みの外に，人々の切実な合
理的医療に対する要求にもとづいて，新たな生
活協同組織の形成がさまざまに試みられてい
た。蓮池は「大区域による単一体制の組合病
院」は「産業組合の組成から自ずから生まれた
病院経営」ではなくして「病院経営の手段とし
て産業組合組織が用いられているに過ぎない」
ものも見受けられるとも述べているが（p.235），
こうした時代情況において「大区域による単一
体制の組合病院」についても評価される必要が
あるだろう。
　蓮池は連合会組織との比較で「大区域による
単一体制の組合病院」組織を評価していく。い
くつかの点が指摘されているが，１）当該事業
区域における組合員組織率が低位であり，「人
的結合としての緊密な団結力という産業組合の
本質的な構成要素が薄弱」（p.235）で，そのた
め「組合員たる者の協同自主の力」に限界があ
り，「組合の教化力」（p.238）に欠ける。２）
連合会においては所属組合の財政的基礎，責任
組織によって財政的基盤が確固としたものであ
るが，「大区域単一体制組合病院」ではそれに
欠ける。３）連合会所属組合においては組合員
の経済・生活状況を熟知しており，それに応じ
た指導後援をなし，「社会政策的原理」（p.236）
が行われるが，「大区域単一体制組合病院」で
はそれに欠ける。４）連合会所属組合において
は信用部門における保健貯金など「相互扶助的
作用は進みて社会保険的機能を発揮し得る」
が，「大区域単一体制組合病院」ではそれは実
現しえず，こうした「経営の合理化乃至社会化
は如何なる経営組織の改善に依っても斯かる機
能の実現は殆ど望み難い所である」と論断され
る。「大区域単一体制組合病院」はこうした
「劣位条件」をもっているのであるから，連合
会組織が不可能な地域においては，これらの諸
条件を補完するための素成と会計基礎の整備・
強化の努力がはらわれるべきであるし，その
「終局的完成は連合会組織体制に改組識」
（p.236）することであるとされる。さらに蓮池
は，「大区域単一体制組合病院」は「保健委員」
をおいたり，「班組織」をおくなどの組織活動
を展開してきたが，そうした任意機関の存在は
「已むを得ない現象」であり，その「正常な発
達と其の担当する作用の徹底的に行われるに至
る結果」は，町村あるいは部落区域産業組合を
基礎とする連合会への発達を示唆するともして
おり（p.240），連合会組織への組織的発展の内
的な論理を示しているともいえる。こうして医
療利用組合の連合会組織による統制政策の妥当
性が与えられる。
４）「産業組合の大衆化」と「医療利用 
　　組合」との関係にかかわる認識
――「産業組合の大衆化に就いて」
（『産業組合』1937年４月）
　産業組合運動は1931年から始まる「自力更
生」を求める農山漁村経済更生運動において，
経済面および生活面においてその中核的組織た
ることを要請され，それに対応して1932年から
産業組合拡充五カ年計画を展開した。この計画
においては，「産業組合の大衆化」が中心的ス
ローガンとして掲げられ，①未設置町村の解
消，②全農業者の産業組合への加入，③各種事
業の兼営及び全組合の組合事業の利用の徹底
が，実現すべき目標とされた。蓮池がこの課題
について論じたのが，「産業組合の大衆化に就
いて」［蓮池，1937］である。この論文におい
て，蓮池は，産業組合拡充五カ年計画第四年度
までの実績を顧みながら，「産業組合の大衆化」
について語ろうとすれば，「真に農村大衆の為
の産業組合たらしむる為には，如何に活動すべ
きや，又其の目的を達成する為には，如何なる
目標を採るべきやの具体的事項を指摘簡明す
る」（p.12）必要があると問題を設定している。
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　産業組合拡充五カ年計画第四年度までの実績
が，①未設置町村の解消が目標の44％，②全農
業者の組合への加入が目標の36％，③四種事業
兼営の実現が目標の66％にすぎないこと，さら
に出資金及び払込済出資金の増加額が計画の
20%程度にすぎないことから「五カ年拡充計画
なる自主的な活動の真の効果としては寂寥の感
に迫らるるものがある」とし，こうした状況お
よび速やかな農村対策の実現を求める現下の社
会情勢においては，「産業組合の自主的進出は
おろか，産業組合が相当拡充の成績が挙がり因
って国又は地方自治体の農村対策を担当するこ
とを得るに至る日を待つこと」（p.14）は望み
がたいとしている。
　産業組合の大衆化を実現するためには，「単
に其の数量的促進を慫慂するに過ぎない様な指
導機関の態度」にあっては困難なのであり，
「真に農民大衆の為の産業組合と云う立場」か
ら「経済更生計画に基づく真の農村大衆の経済
問題の主要なる点を採り上げ」「産業組合の農
山漁村経済調整対策の担当者，経済更生計画の
中枢機関たる意義」（p.16）を発揮することが
求められる［また，蓮池，1936d］。そこで，
「一般的に産業組合が農村大衆の為に解決すべ
くして現に之に躍進し得ざる所即所謂産業組合
活動の不振分野が如何なる点に存し，又何故に
然るか」を検討するとして，不振分野である
「利用事業」，そのなかでも「土地の問題を以て
最も強調される狭義生産部門の不振があり，医
療設備の問題を首位とする消費部門」（p.16）
の不振が採り上げられる。ここでは後者の消費
部門に関する蓮池の論述が問題とされる。蓮池
は，利用事業に於ける不振分野の重要問題は，
「農村に物質文明を取り入れて農村社会にも物
質文明の恵沢を及ぼし農村民の体位，健康の増
進，生産労働力の増大に資し」，経費の合理化
を促す，「農民の消費部門の合理化」の為に活
動すべき事項が多いにもかかわらず，これらの
事業に対する「産業組合の態度も極めて消極的
である」ところにあるとしている（p.18）。町
村が嘱託医師や産婆を置いたり，隣保組合が貧
農の家政救済を行ったりしていることは，「縦
令貧弱な成績に終わっても此等の活動が農村に
於いて要求せられるのは，農村の現状が斯かる
部門の改善を必須とする状態にあるから」であ
るが，では何故に産業組合はこうした部門にま
で進展し，そうした事業を行わないのであろう
か？　蓮池はこの問いに答えて，そこには「産
業組合の地主性，非自発性が直接間接に働いて
いる」からだとし，医療利用組合を事例として
「医療利用組合の進展は農村大衆には必須の問
題である」が，実現しないのは「開業医乃至医
師会の反対運動が行政機関に反映しているから
だと云われている」さらに「農村地方開業医の
反対が産業組合の組織自体に反映している」か
らだとしている。また，「抑も消費部門に於け
る産業組合に利用事業が地主階級には個人とし
て必ずしも必要でないものが多い」からでもあ
る（p.19）。そのため，「既存の産業組合は医療
利用事業の兼営に付き極めて日和見的態度を永
らく持続した。又指導者も上級系統機関の担当
者も縦令個人の資格に於いてすらも之を産業組
合の農村の為に果たすべき真個の価値ある事業
として触手をのばし後援指導するものは実に
寥々たるものであった」ことを指摘している。
そうであるがゆえに，農民大衆は「邪道に走る
異端者視」され，「経営不可能論によって攻撃」
されても，「既存の産業組合や，産業組合の指
導者や，況や産業組合上級系統機関をも頼りと
せず，別個に農村大衆を動員して広区域農民に
対する医療問題の責任機関として医療利用組合
を組織するに至った」（p.19）のである。蓮池
は広区域医療利用組合が孕む組織率の低さから
する事業が区域全体にいきわたらない点や，組
織構成や系統機関との関係を含む経営の困難さ
を指摘しながらも，農村大衆が「新たにして別
個なる組織」である広区域医療利用組合を組織
することになる，「既存産業組合の地主性，非
自発性」を克服し，それを乗り越えようとする
農村大衆の切実なる要求と組織化運動のエネル
ギーを肯定的に評価している。
　この評価は極めて重要である。すでにみたよ
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うに，蓮池の医療利用組合運動の評価は，これ
を監督指導する立場からの議論であり，その政
策方向から常に「町村産業組合を単位組織とす
る医療利用組合連合会」を評価基準においてい
た。そのため広区域単営医療利用組合は「経過
的」存在であり，産業組合の組織構成からして
「鬼子」でしかなく，連合会に改組されるべき
ものであり，その独自の歴史的意義，産業組合
運動における位置と意義などに言及されること
も，ましてや評価されることもなかったからで
ある。但し，この評価が，他の米穀販売組合や
組合製糸にも妥当するものではないこと，そし
て医療利用組合運動への影響を考慮して，附記
的に括弧内で「（広区単営組合は）他の組織方
法即既存の町村区域組合の連合会組織等を考慮
せず乱立された自由主義便宜主義の結果」と統
制経済の視点から否定的な見方を加えている
（括弧内は広区域単営組合である米穀販売組合，
組合製糸に関して述べられたものであるが，暗
に，広区域単営医療利用組合についてもいえる
こととして読むべきであろう）。蓮池のこうし
た評価の基礎には，『産業組合法通義』にすで
にみられたように，「隣保共助又は共存同栄な
る表現に依って具体化せられている相隣相愛，
即ち相互認識に基づく社会生活の協同と云うこ
とが産業組合運動の基調」（p.20）であるとす
る認識があった。ここから「産業組合の大衆的
発展は『産業組合事業其のものの社会化より』」
（p.21）という主張がうまれる。
　蓮池は，法の改正によって不徹底になされる
よりも，「四種事業の経営に真に社会団体的な
工夫を凝らした事項を随伴せしめて徹底的に行
う所に産業組合の大衆化の門戸が開かれる」の
であり，「自然発生的な経営の工夫」こそが
「隣保共助，共存同栄なる産業組合の指導精神
が真に躍動し利益団体より社会団体へ，産業組
合の為の産業組合より，農民大衆の為の産業組
合へ発展することになる」（p.22）と考える。
それでは，どのような事柄が具体的な事業とし
て考えられていたのであろうか？　蓮池の提示
しているのは，①病院・診療所の設備利用，家
庭薬購買などの「医薬衛生に関するもの」，②
冠婚葬祭などに関わる「生活改善に関するも
の，③各種の保健共済，災害共済など「共済施
設に関するもの」，④「兵役出仕に関するもの」，
⑤土地利用など「零細農に対する特殊設備を為
すもの」，そして⑥「其の他」農繁期託児所，
共同浴場など，である（pp.23-4）（これらの事
業は，1938年からの，第二次産業組合拡充三ヶ
年計画に盛り込まれることになる）。例えば，
医療利用事業については，こうした「大衆的な
る事業を極力各系統機関を動員して，其の組
織，事業経営，資金政策等」を検討し，あわせ
て保健共済や医薬品や保健材料の購買事業を行
うことは，「事業其れ自体の社会政策的性質と，
此の事業運営上の社会政策的傾向とに依って，
農民大衆は自ら組合員として参加するに至り」，
「農村に嘗てみざる物質文明の進出を顕現し，
農村中堅青年の郷土に安定した活動を誘発」す
ることになる。こうして「農村大衆の為の産業
組合に変質展開」（p.24）することが期待され
た。あわせて，「凡ゆる非合法的運動の撃滅方
法を樹てて邁進すること」を提起している。こ
れは農村保健運動を産業組合系列に統制しよう
とする意図を示したものだが，蓮池が具体的に
何をもって「非合法的運動」としているかは明ら
かではないが，おそらく，それは日本無産者医療
同盟＝無産者診療所運動，そしてこれと連携し
ながら展開された全国農民組合全国会議派によ
る診療所建設などを指しているのであろう２）。
要するに，「産業組合の大衆化は，先ず産業組
合事業の質の選定と，其の経営の方針を以て産
業組合のデモクラシーの実現に邁進」（p.26）
することである。
　蓮池は一連の論文で国家官僚としての立場か
ら産業組合統制を指向する議論を展開している
が，しかしながら，「産業組合の大衆化」につ
いて論じる過程において，産業組合運動，ここ
ではとりわけ医療利用組合運動の歴史的経験，
その社会的機能や担い手についてリアルな認識
を示している。広区域単営医療利用組合が組織
されるに至った，それを求める小作貧農を含む
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農民大衆の要求の切実さと，「産業組合の地主
性，非自発性」を乗り越える農民大衆のエネル
ギーに対する肯定的評価にそれがみられる。
５）産業組合による農村保健運動と 
　　医療利用組合にかかわる認識
――「産業組合の保健運動の基礎概念」
（『産業組合』1938年８月）
　産業組合運動は，医療利用組合運動の発展の
なかで，そして国民健康保険制度の設立および
産業組合による国保事業代行問題へ対応する過
程で，保健共済施設をはじめとする農村保健運
動方針を確立し，1938年から始まる第二次産業
組合拡充三ヶ年計画で農村生活における保健衛
生問題にも深く関与していった。産業組合によ
る農村保健運動の意義はどこにあるのであろう
か？　この課題に蓮池がこたえたのが，「産業
組合の保健運動の基礎概念」［蓮池公咲，1938］
である。
　蓮池は，「医事衛生それ自体の進歩を図るこ
とと，その進歩した医学並びに医事衛生の効果
を大衆に本当に消化せしめることとは不可分の
問題」であるとし，「医療，保健に関する文明
の恵沢を何う云う方法で，何う云う組織で，真
に大衆に活用せしめるかと云うことが保健運動
唯一最大の重点」（p.26）であるという認識を
提示する。このことは「医療文化と日本の国民
生活」（p.25）とを結びつけることである。そ
れでは，いかなる条件を具備したものが「最も
有効適切な組織」なのであろうか？　蓮池は二
つの条件を提起する。一つは「経済的実力を持
っている」こと，もう一つは「個人の経済と団
体の経済とを有機的に結び付ける」組織である
こと。市町村や府県は民衆の為に活動する機能
をもっているとはいえ，こうした条件を必ずし
も具備してはいない。とすれば，いかなる組織
が該当しうるのか。蓮池は，協同組合こそが，
具体的存在としては産業組合こそがそれに該当
するのであり，「広く民衆の協同運動を動力と
する国民保健運動を普及徹底しうる」（p.26）
との認識を示している。
　そのうえで，産業組合による保健運動の歩
み，その内容をふりかえり，「産業組合は単に
保健運動として医療利用事業促進運動をやれば
良いのじゃない。医療利用事業はただ，其の一
つの現れであると共に保健運動の一つの重点」
であり，「全国に普及して産業組合の系統組織
を保健運動に動員する第一階梯」であったとし
たうえで，蓮池は，続いて，医療利用事業が産
業組合にとって「非常に大きな意義」（p.27）
を有していたことを解明していく。医療利用事
業が開始され，それ自体が発展するとともに，
それを中核とする農村保健運動が展開されるよ
うになったのであるが，その過程で，産業組合
はその「本質が個人の利益追求の団体から，社
会団体へと変化する契機」を与えられた。農山
漁村居住者全体の保健衛生のような問題を扱う
とき，産業組合の仕事それ自体に「社会性が浸
透」していき，「個人の利益追求の機関たる団
体が，社会団体へと飛躍する過程を辿るに至
る」のである。そうなれば，農山漁村居住者の
保健衛生問題に関わる事業も，医療利用事業か
らしだいに母子保健，居住衛生環境問題，栄
養，共同炊事など，予防や健康増進に関わる事
業にまで発展する傾向をもつようになる。こう
した傾向は「産業組合が農村の或る営業を為す
者，或る特殊の地位にある者又は特殊な生産を
為す者に限って，独占せられる樣な発展段階」
（p.27），すなわち明治大正期の「産業組合の地
主性，非自発的性格」が抜きがたくあった時期
には決してみられないことである。明治大正期
にも「社会団体的発展傾向と云うものは，産業
組合の指導概念にはあったけれども現実の経営
には取り入れられていくものは非常に少なかっ
た」のであり，産業組合拡充五ヶ年計画の進行
過程においてまがりなりにも「産業組合の大衆
化」が進むなかで，「農村の特殊の人の為の組
合に非ずして，農村居住者全体の為の団体」
「農村の社会団体即産業組合」（p.28）という状
況に発展することを展望できるようになったの
である３）。まとめれば，蓮池は医療利用事業の
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産業組合運動における意義として，１）医療利
用事業自体が農山漁村居住者の健康問題の全般
に関わるように発展し，それにともなって産業
組合の事業が生活過程に広くかつ深く関わるも
のとなっていくこと，２）そのことは産業組合
が個人的利益追求の機関から社会団体へと飛躍
する過程でもあること，そして３）それは「産
業組合の地主性，非自発性」をぬぎすて，特定
の階層の利益に資すものから，形式的にも実質
的にも「産業組合の大衆化」を実現していくも
のであること，を指摘している。
　保健運動が，保健，医療「文明の大衆的消
化」であるという位置づけからして，産業組合
による保健運動という「協同経済事業は・・・
個人の利益を追求するのではなく，・・・中小
産者否産業組合の組合員として加入すべきもの
とせられる大衆，此の大衆の利益を社会問題と
して解決していくと云う広い観点」から推しす
すめられていくことに，それが実際に効果を持
つか否かの成否がかかっている（p.29）。とは
いえ，産業組合の保健運動が全国一律に展開し
ていくとは考えられない。保健運動の内容に如
何なる事項を盛り込むかは，当該地域の実情に
応じて異なるであろうし，産業組合運動および
医療利用組合運動の発展状況によっても異なる
であろう。蓮池はそうした「地域性」にも言及
している。「非常に産業組合の発達程度が遅れ
て居て，幼稚と云われて居った東北地方の産業
組合でさえ，斯う云う方面の発達傾向（保健運
動を目的としての社会団体となる発達過程・・・
引用者注）は著しい展開を見せて居る。殊に或
る県の如きは販売，購買と云った経済事業と医
療事業を中心にする社会問題解決の為の事業と
が相拮抗して進みつつある現状に在る」（p.29）
と。つまり，先にみた蓮池が提示した「医療利
用事業の産業組合運動における意義」のごと
く，これまで産業組合運動が低位の発展段階に
とどまっていた東北地方においても，医療利用
事業・保健運動を中心とする生活過程に関する
協同事業と，産業経済過程に関する協同事業と
が相連携して展開してきていることを指摘して
いる［産業組合中央会，1938］４）。こうして，
産業組合の指導精神たる「共存同栄」を産業経
済面における協同事業においても，生活過程に
おける協同事業においても相連携して徹底して
いくことで，産業組合が「其の区域内に居住す
る人の全体的，社会的生活を義務として追求し
ていく」「社会団体としての組織の意義」（p.30）
を現実のものとしうる発展段階にまでその運動
はいたっているとみることができる，と蓮池は
むすんでいる。
　医療利用組合運動および産業組合による保健
運動はやがて，1940年，全国協同組合保健協会
という全国的系統組織の構築にまで展開するこ
とになる。
おわりに
　これまで，農林国家官僚として産業組合およ
び医療利用組合を管轄し，その政策形成に深く
関与した蓮池公咲の医療利用組合論を概観して
きた。蓮池が関わったのは，医療利用組合運動
がすでに「連合会組織段階」を迎えるころから
であった。そのため，その議論の基調は，産業
組合系統組織，医療利用組合に即していえば，
町村（四種）兼営組合を単位組合とする連合会
組織に医療利用組合運動を「統制」することで
あった。しかしながら，産業組合を人々が自ら
の産業上のそして経済（＝生活）上の「要求」
を実現するために自発的かつ自律的になしてい
た「隣保共助の精神」に則った「協同行為」＝
「民間自力協同の組織」であるとする蓮池の基
本的な認識からは，「政策基調」あるいはそれ
をささえるイデオロギーとは必ずしも合致しな
いようなリアルな認識がしばしばみられる。そ
れはとりわけ医療利用組合運動を推し進めてい
く社会階層的運動エネルギーがどこにあるのか
についての認識であり，「広区域単営医療利用
組合」の評価に含まれる認識であり，医療利用
組合運動の産業組合運動における意義について
の認識である。
　農村部においては小作貧農を中核とする農民
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大衆の健康および医療に対する諸要求がうずま
いており，それを生活の協同化の組織として実
現したものが医療利用組合であった。昭和農村
恐慌期における経済・産業・生活の協同化の要
求とエネルギーは，共存同栄の指導精神のもと
での産業組合運動に集約されていくが，その産
業組合運動は国家が主導する「自力更生」とい
う名の「農山漁村経済更生運動」の中核機関に
位置づけられ，国家の上からの統制のもとにお
かれることになる。
　健康および医療に対する生活要求に根差す医
療利用組合運動は，産業組合運動が未発達であ
ったり，その「地主性，非自発性」があらわな
地域においては，こうした既存の枠組みを乗り
越える運動のエネルギー，小作貧農を中核とす
る農民大衆の社会階層的運動エネルギーがみら
れた。それは，全国農民組合の診療所建設であ
ったり，日本無産者医療同盟の無産者診療所運
動であったりもしたが，医療利用組合運動にお
いては，広区域単営医療利用組合の設立を導く
ものでもあった。蓮池の立場はこうした運動エ
ネルギーを一方で抑圧しながら，他方で産業組
合系統組織＝連合会組織へと統制しようとする
ものであるが，しだいにこうした運動エネルギ
ーおよび広区域単営組合が歴史的にもっていた
意義をリアルに認識するようになっていった。
　そのことは，「産業組合の大衆化」にもかか
わって，医療利用事業が産業組合運動にもつ意
義の認識により明瞭にあらわれる。くりかえし
になるが，蓮池は医療利用事業の産業組合運動
における意義として，１）医療利用事業自体が
農山漁村居住者の健康問題の全般に関わるよう
に発展し，それにともなって産業組合の事業が
生活過程に広くかつ深く関わるものとなってい
くこと，２）そのことは産業組合が個人的利益
追求の機関から社会団体へと飛躍する過程でも
あること，そして３）それは「産業組合の地主
性，非自発性」をぬぎすて，特定の階層の利益
に資すものから，形式的にも実質的にも「産業
組合の大衆化」を実現していくものであるこ
と，を指摘している。そして，こうした「意
義」の認識は，青森・秋田・岩手の東北諸県に
みられる産業組合運動の発展水準との関連での
医療利用組合運動の「地域性」の認識にも及
ぶ。
　蓮池の医療利用組合論は，健康及び医療に対
する農民大衆の諸要求とその実現をめざす社会
階層的運動エネルギーについてのリアルな認識
をもつことによって，それが産業組合としての
「医療利用組合」に組織されることの意義と限
界，そしてさらに，それらが国家による上から
の産業組合系統機関組織へ統制されることの意
義と役割を明示することになったように思われ
る。
注
１）蓮池公咲は，戦後，秋田県知事，日本大学教授，
東北興業株式会社総裁を歴任している。
２）農林省は1936年の「地主小作人組合の概要」に
おいて次のように述べている。「産業組合的運動
であって・・・然るに近年に至っては小作人組
合自体又は小作人組合員が別に団体を組織して
購買，販売，利用，信用等の事業を行うものが
相当多数に上り其の成績の相当見るべきものが
あり最近は医療組合及び無料又は軽費診療所の
設立漸く多からんとし農民組合其の他農民関係
無産団体若しくは幹部関与せるもの相当数を計
ふるに至った」［農林省，1936，pp.10-11］。こ
れによって，農林省も小作人組合などが「医療
組合」運動に関与していることに注視していた
ことがわかる。 また，その一例として千葉県に
おける事例をみると，全農千葉県連合会（総本
部）は印西および印東医療組合を組織したし，
全農千葉県連合会（全会派）は北部無産者診療
所を設置し，無産者医療同盟運動の基軸的なバ
ックボーンとなった［中村政弘，1985，p.17；
鈴木邦夫，1979；全国農民組合総本部，1934，
p.80；日本無産者医療同盟関係資料については，
青木郁夫「日本無産者医療同盟関係資料」］。
３）産業組合中央会島根支会理事長から，1920年産
業組合中央会主事として中央会に転じ，その後
産業組合中央会会頭として1920-30年代における
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産業組合運動を常に指導してきた千石興太郎は
［協同組合懇話会千石興太郎編纂委員会，1954；
竹森一男，1971］，1922年１月の産業組合協議会
において行った講演「地主対小作の紛争と産業
組合――前論＝農村革新の一段階としての地主
対小作人の紛争；後論＝地主対小作人の紛争の
問題に関し産業組合の対策」［千石興太郎，
1922；1935所収］において，「農村政策の要諦は
時勢の進化に適応致しまして，農業者の経済を
改善安固ならしめ，其の生活を向上快適ならし
め，さうして農業者をして農村に安住定着せし
むる様に努めることであろう」（p.494。引用は
［千石，1935］より）としたうえで，第一次大戦
後の状況において今や「農村革新の時期が来た」
（p.505）ことを確信し，それは「農村を改造し
農業者の総ての者の福利を増進するもの」であ
り，「平和円満の裡に行われること」を希望する
とした。しかしながら，現実的には地主対小作
の紛争を経過せざるをえないであろうし，そう
であるならば，「寧ろ早く此の時期が到来した方
が宜い」とも述べている。千石が意図していた
のは，全農業者の経済と生活を改善向上せしめ
る「農村革新」を「平和円満」に，つまり「階
級協調」の「協同的合理の組織」（p.496）＝「産
業組合」によって成し遂げていこうとすること
であり，そうした視点から今後の産業組合運動
のあり方について述べている。では，1920年代
初頭の産業組合の状況は，千石が期待するよう
な「農村革新」を担いうる存在であったのであ
ろうか？千石は「産業組合存立の意義」として，
「第一には組合の組織としては総て区域内の中小
産者を全部網羅すると云うこと，それから第二
には組合の主義としては平等主義，相互主義の
原則を絶対に発揮すること，第三には業務の執
行に関して組合員の意志を尊重し，最も民衆的
の行動を執って役員専制，一部階級専制の弊を
絶滅すること，第四には会員全体の利便を計り
其の福利を増進することを目的とする，言葉を
換えて云えば組合員全体殊に中小産者の経済的
社会的地位の向上，文化生活を実行し得るやう
にするのが即ち組合の目的であります」（p.513）
と述べている。こうした，組織，主義，業務，
目的を現実のものとする「産業組合」であれば，
千石の期待にこたえることができるのであろう。
ここに提起されていることは，後に「産業組合
の大衆化」あるいは「産業組合デモクラシー」
として語られたことであり，また蓮池がいう「社
会団体としての産業組合」に類することである。
千石のここでの提起は1925年からの「産業組合
振興刷新運動」の基調をなすものであった。
　　　千石が提起したことがらと，1930年代の産業
組合拡充五カ年計画，そして第二次産業組合拡
充三カ年計画との間には，それぞれ担った課題
には共通点もみられるが，時代状況の「差」が
色濃く反映している。「恐慌と戦争」の影が。
４）『産業組合調査資料72輯　東北地方の産業組合』
（奥谷松治執筆）。本調査資料は，東北地方の低
開発状況，昭和農業恐慌下での東北経済の困難，
生活の貧困・低位状態を打破する方策を構築す
るにあたって，産業組合が果たしうる役割を究
明するために，東北農業，土地所有の地帯構造
的特徴，産業組合の「東北型」としての特徴を
解明している。全般的にみて，組合の普及度が
低く，未加入者が多数存在する。産業組合の組
織が農山漁村に於ける上層に偏在し，下層の大
多数が組織から除外されているとみられる。「東
北地方の内部に於いて，産業組合を発達せしめ
る諸要素の成熟が未だ不十分にして，現在の産
業組合組織機構が上からの哺育政策により強く
依存している」（p.76）状況にある。そのなかで
医療利用事業に関しては・・・「産業組合の他の
部門に於いては東北地方は著しく後れているに
も拘わらず」，青森・秋田・岩手の各県にみられ
るように「この医療利用事業のみが寧ろこの事
業の先進地と見なされる迄に発達を遂げ」てお
り，「一見不思議な現象」（p.60）を呈している。
この調査資料では，1935年度までの資料で分析・
考察が行われているため，医療利用組合運動の
「広区域単営医療利用組合」がその対象とされて
おり，「医療利用組合連合会」については対象と
なっていない。奥谷は，医療利用組合成立の「客
観的条件」としての「医療設備の欠如乃至は其
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の利用の困難」と，「主体的条件」としての「近
代的な医療設備を要求し，或いはそれを利用し
得る所の階級の存在」（p.64），「熱心な中心人物
の活動」（p.60）を指摘している。そのうえで，
医療利用組合の組織率は，市部で27.2％，町部・
村部でも37-8％にとどまっており，組織加入者
は主として「医療費負担に耐え得る一部階級」，
すなわち，農村に於ける自作農ないし地主など
の「上層」と，都市における中小商工業者及び
比較的確実な定収入を有する賃金労働者など「中
間層」である（p.63）。したがって，「これ等の
階級は産業組合構成の枢軸を占め，又産業組合
組織を嚮導する階級である。医療利用組合の成
立はこれ等の階級の要望に依り設立されたもの
にして，其の場合産業組合が経済的援助を惜し
まないのは当然のことである」（p.64）としてい
る。やや蓮池の分析とは異なる結論を提示して
いる。奥谷が指摘する医療利用組合運動の限界，
すなわち，「大多数の貧農階級は診療を必要とし
ながらも，それを受け得ない経済事情にあるた
めにその設備を利用し得ない状態にある」（p.65）
限界性を乗り越え小作・貧農を含む農民大衆の
医療要求に応えるためには，組織面と利用にお
ける経済面との両面における方策を必要とする
であろう。組織面においては，小作貧農をも組
織している農事実行組合・養蚕実行組合など農
家小組合などの法人加入を可能にし，それを促
進することである。あるいは，そのことを含む
全戸加入をめざす町村産業組合単位の加入を可
能にし，それを促進することである。広区域単
営医療利用組合としての法人加入の促進は，産
業組合運動における系統組織統制のながれにお
いては，「医療利用組合連合会」形成にいたるこ
とであろう。利用における経済面においては，
医療サービス料を医師会協定料金以下にさげる
いわゆる「実費」診療を行うほか，貧困組合員
への無料診療あるいは所得階層別料金制を実施
すること，あるいは「保健共済施設」を実施し，
医療費支払い能力を個別的にではなく集合的に
確保することが必要であろう。このことは，奥
谷も指摘しているように（p.65），「国民健康保
険」などの国家の保健衛生政策と連接していく
ことがらである。奥谷が指摘する「広区域単営
医療利用組合段階」の医療利用組合運動が内包
する「限界性」を克服するためのこうした組織
面および利用の経済面における諸方策は，運動
自体の「内的論理＝その力学」から展望できる
方向性であるが，そのことは当時の歴史的情況
においては国家が「上から」産業組合を通して
「統制」する方向にからめとられていくことにな
った。歴史的現実としての「医療利用組合連合
会」組織はそうしたものとして了解されるべき
ものであろう。
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